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英国内温室効果ガス排出量（MtCO2 e）：2009-2024年



英国の消費ベース排出量 （フットプリント）（MtCO2 e）：
1996-2022



英国の消費ベース排出量 （フットプリント）：1996–2022年
（MtCO2 e）
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英国で生産された財・サービス（英国居住者による消費分）

英国への輸入品およびサービス

英国家計による直接生成

出典：英国政府、エネルギー安全保障・ネットゼロ省（DESNZ）。図表作成：筆者



英国国内の一次燃料消費量（百万トン石油換算）
1970年～2024年

出典：英国政府エネルギー安全保障・ネットゼロ省（DESNZ）。図表作成：筆者
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英国の一次エネルギー消費量（ktoe）セクター別
1970年～2023年

出典：英国政府、エネルギー安全保障・ネットゼロ省（DESNZ）。図表作成：筆者



英国電力消費量（TWh）：1965年～2024年

出典：英国政府、エネルギー安全保障・ネットゼロ省（DESNZ）。図表作成：筆者
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再生可能電力に対する英国の補助金：供給総コストに占める割
合：2002年～2023年

出典：再生可能エネルギー財団「英国の再生可能電力補助金総額：2002年から現在まで」



EUおよび非EU G20諸国の電力価格（€/MWh）：2008年～2019年

出典：ジョン・コンスタブル『欧州のグリーン実験：一方的な気候政策の代償高き失敗』（ロンドン：2022年）。
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再生可能電力への補助金 £/MWh 2002-2023年（2024年換算）

出典：再生可能エネルギー財団の試算

  

   

    

    

    

    

    

    
発電されたグリーンMWh当たり
の補助金は、2005年以降実質で

50％増加している 



風力発電の設備費（Capex）
と運営費（Opex）に顕著な
減少は見られない 

• ゴードン・ヒューズ教授（元世界銀行エ
コノミスト、現エディンバラ大学）

• 研究報告書は再生可能エネルギー財団よ
り無料公開中：www.ref.org.uk

• 数百の風力発電所特別事業体（SPV）及
びその他企業の監査済み財務諸表に基づ
くデータ

http://www.ref.org.uk/


欧州洋上風力発電の資本コスト：2000-2021年

英国洋上風力：欧州における実績設備投資コストと設置容量の比較（2018年価格ベ
ース、百万ポンド/MW） 

洋上風力発電の建設コストは依
然として非常に高く、300～400万
ポンド/MW…

傾向は上昇または横ばい…



欧州洋上風力発電の運転費

英国洋上風力：平均運転費（2018年価格ベース、£000/MW）対 稼働年数

洋上風力発電の運転
費は高く、上昇傾向
にあるようだ…

経済的寿命はいわゆ
る設計寿命より短い



なぜ洋上風力はCfD入札で
低価格を提示したのか？

•ハイリスクな賭け：
• 上昇する卸電力価格

• 政府の救済措置



太陽光発電は依然として極めて高コスト

•太陽光発電所の新規投資における
電力の損益分岐点は、運用費と性
能に関する最も楽観的な想定のも
とで、25年間の寿命期間において
1MWhあたり108ポンド、より現
実的な想定では123ポンドである
。

•これらの損益分岐価格は陸上風力
発電よりも大幅に高いが、洋上風
力発電の損益分岐価格と同等であ
る。 



英国の気候政策がもたらした結果

•再生可能エネルギーへの補助金が電力コストを大幅に押し上げた

• 2005年以降、電力消費量は20％減少した

•一次エネルギー消費量は2005年以降30％減少した

•再生可能エネルギーの設備投資費（Capex）と運営費（Opex）
に顕著な削減は見られない

•風力・太陽光発電のMWh当たり補助金は上昇を続けている

•システムコストは大幅に上昇している。

•国内排出量は減少したが、消費量ベース排出量 （フットプリント） の
増加でほぼ相殺されている
• 英国は排出量をアジアへ移転させた。
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米国一次エネルギー消費量（EJ）：1949年～2023年

出典：米国エネルギー情報局（EIA）データ。図表作成：筆者

停滞？ 減少？



中国と米国の産業用エネルギー消費量（TJ）：1990-2019年、燃料別

出典：国際エネルギー機関（IEA）データから算出；図表作成：筆者
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• 電気＝洗練
• 中国は電化が進んでいる…

• 米国は脱電化へ…



長官指令第1号：アメリカエネルギー支配の
黄金時代を解き放つ

1. エネルギーの削減ではなく、増進を推進せよ： 

ネットゼロ政策は、米国家庭や企業のエネルギーコストを押し上げ、エネ
ルギーシステムの信頼性を脅かし、エネルギー安全保障と国家安全保障を
損なう。さらに、世界の温室効果ガス排出削減においても、ほとんど成果
を上げていない。事実として、エネルギーは重要であり、我々はより多く
のエネルギーを必要としている。今後、当省の目標は、現代生活を支え、
米国のエネルギー優位性を永続的に確立するために必要な、米国の豊富な
エネルギー資源を解き放つことである。

クリス・ライト米国エネルギー長官、2025年2月7日

出典: https://www.energy.gov/articles/secretary-wright-acts-unleash-golden-era-american-energy-dominance



英国気候政策の政治的影響
• ネットゼロ推進は、ますます過激派のアジェンダと見なされ、労働党
内でも意見が分かれる問題となっている（ただし、緑の党や自由民
主党では非常に人気がある）。

• 首相は、エネルギー安全保障・ネットゼロ担当大臣のエド・ミリバ
ンドの異動を試みたが、彼はこれを拒否し、解任もできなかった。

• 労働党は現在、北海での新たな石油・ガス採掘権の再開に戻りつつあ
るが、水圧破砕の停止は解除される見込みは低い。

• 米国から、米国の技術を用いて原子力発電能力を再構築するよう強
い圧力を受けている。

•  労働党は依然として緊急事態は発生していないと装おうとしている
が、その政策が深刻な経済的影響をもたらしていることは明らかで
ある。

• 保守党は、20 年間にわたる環境政策との関連で折衷的になっており
、現在では政策形成に無関係な存在となっている。



改革英国党の政策
経済・税制：個人控除額を2万ポンドに
引き上げ；高税率適用基準額を7万ポン
ドに引き上げ；75万ポンド未満の不動産
取得税を廃止；相続税の非課税枠を200

万ポンドに引き上げ。

引き
上げ

移民・国境管理：非必須移民を凍結；「
ボート移民を阻止」；移民省を設置；必
要に応じて国外で難民申請を処理；外国
人労働者に対する雇用主の国民保険料を
20％に引き上げ（医療・介護分野は免除

凍結

エネルギー・ネットゼロ：ネットゼロ目
標とエネルギー課税を廃止；国内石油・
ガス開発を拡大；小型モジュール炉を迅
速導入；複合サイクル発電（CCGT）、
潮力発電、合成燃料を支援。

廃止

法と秩序・司法：議会任期中に警察官4

万人増員。「ゼロトレランス」警察活動
。厳罰化（例：暴力再犯者への自動終身
刑）。

法と
秩序

国民保健サービス（NHS）と公共サービ
ス：待機リスト解消を公約；政府の「無
駄」削減を主張し、最前線サービスへの
資金を充当。

公約

出典：改革英国党マニフェスト『我々との契約』（2024年6月
）



英国の投票意向：世論調査の集計結果…
2025年4月から9月 

出典：Politico. https://www.politico.eu/europe-poll-of-polls/united-kingdom/.



Source: Daily Telegraph, 21.09.25



改革UKは何をする（ねばならぬ）か？

•再生可能エネルギーへの補助金を廃止する

•ガス、ないしはガスと原子力への転換（電力・熱の両方）こそが
、技術的に実現可能な唯一の戦略である
• 米国の原子力における圧力は非常に強い…

•石炭火力発電への回帰もありうる。むしろ現時点ではかなり可能
性が高い。なぜならCCGT（複合サイクルガス火力）よりも導
入が早いから（リードタイムの長さのため）

•英国排出量取引制度の一時停止

•家庭用暖房向けガスの規制は解除せざるを得ない

•内燃機関車販売規制も解除せざるを得ない
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